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　2017 年の国会会期末、安倍内閣の支持率は 4 割を切った。森友・加計学園優遇の国税私物化追

求を逃れようと首相は近く開催の国会冒頭で解散・総選挙を予告。しかし首相の国会解散権は、国

会不信任案可決の場合 ( 憲法 69 条 ) 以外は、「国民のために内閣決議で要請する天皇の国事行為」（第

7 条）であり、自己保身のための解散は邪道である。民主主義の手本としてきた英国議会では、国

会解散権乱用禁止の法案が最近制定された。1 回の総選挙費用 640 余億円の大義なき解散は無駄

使いである。不幸にして安倍首相を援護するかのような北朝鮮・金正雲朝鮮労働党委員長の最近の

ミサイル発射連発に、国民の支持率低下中の首相は飛びつき、あたかも日本が非常事態に陥ったか

のような大げさな報道をくり返して国民の恐怖心をあおり、自らへの責任追及をそらして内閣支持

率を上げることに成功した。同時に数々の失政で落ち目の米トランプ大統領とすぐさま連携し、国

連総会で北朝鮮制裁を呼びかけた。トランプ大統領と金委員長とのメディア上での口論は連日過激

さを増し、世界市民の人命尊重不在のまま、両者のいがみ合い過程で偶発的衝突から核兵器使用の

可能性が見え隠れする。

　あれだけの惨害をもたらした核兵器の使用を再び許してならない。唯一の被爆国である日本の首

相が、どうして仲裁の役割を果たさないのか。米国のお先棒をかつぐわが首相は「北朝鮮との対話

は無駄。圧力強化が必要」と発言し、米日両国は国連で北朝鮮の孤立化を図った。しかし、孤立し

ているのは核兵器の威力で他国を脅し支配する米国側である。国内の人権無視で問題のある中国、

ロシアを含み北朝鮮と国交を保つ国は 162 ある。中東やアフリカへ 5 万 8 千人を労働派遣。賃金

の大半を吸い上げ、年間 1 千 3 百～ 2 千億円の外貨収入を核開発に当てている。北朝鮮 GDP に

占める軍事費は 24％、これは米国の 4％、日本の 1％弱と比べ、桁外れに大きい。北朝鮮の 4 人

家族の生活費月額は最低 6 千 5 百円なのに、兵士の月額はたったの 9 円！　北朝鮮市民は大変な

犠牲を強いられている ( 池上彰のニュース解説、「数字でよくわかる日本や世界の問題」テレビ朝日、

2017.9.23 )。

どうして北朝鮮の無軌道な行為を止められないのか。北朝鮮は 1950 年に勃発した朝鮮戦争で米国

中心の国連軍に惨敗した。その後アフガニスタンやイラクが米軍に敗北したのも両国が核兵器を持

たなかったからと思い込み、米国が北朝鮮を滅ぼさないよう交渉する際に有利にしようと国民を犠

牲にして核開発へ膨大な国家予算を注いできた。毎年恒例の米韓／米日軍事演習は、北朝鮮への威

嚇と見なす。

米国が北朝鮮からの交渉要求を拒否し続ける間、北朝鮮は必死に核開発を進め、ミサイル射程がグ

アムやハワイに達したので、米大統領はあわてた。しかし、武力により平和は実現しない。いざ偶

発的衝突から戦争が勃発したら、まず被害を受けるのは隣接の韓国や「負担軽減」の裏腹に強化さ

れつつある米軍基地 ( 米国国防総省統計、「赤旗日曜版」2017.9.24 ) のある沖縄である。韓国大

統領は「政治と人道支援は別」と北朝鮮への人道支援を表明したが、日米両政府は非難。

その最中に小池都知事が新党を立ち上げ安倍政治に挑戦した。民主主義の守護者と見られる小池氏

だが実態はどうか。彼女は戦時中日本での強制労働のため連行された朝鮮人が故郷を奪われ、戦後

帰国できずに日本に留まり納税義務を果たしていても、朝鮮学校への補助金は留保した。日本人子
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女が海外での母語教育を否定されたらどう思うだろう。さらに今秋、関東大震災時に流言で虐殺さ

れた朝鮮人慰霊式典へ恒例の都知事追悼文送付を中止した。彼女は安倍首相同様、日本会議のメン

バーで「憲法改悪」には前向きである。彼女の巧みな言動に惑わされ、民進党は浸食されて崩壊。

野党連合、市民連合も不発に終わり、蓋を開けたら 3 分の 2 以上の議員らにより一挙に憲法改悪へ

の道が開かれる可能性が大きい。うかうかしてはならない。目覚めよう。私たちは国際平和に貢献

できる大切な役割を担っている。その役割が果たせるよう、皆で取り組もう。
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　本年度全国大会において、NPO法人抱樸理事

長、奥田知志氏から「いのちが分断される時代
にー困窮者支援の現場からー」と題する講演を
伺った。これは、今年の大会テーマ「生きる権利」
に添ってお決めいただいたものである。
　ご自身の約三十年にわたる経験と深い洞察に
満ちた内容で、私たちの判断の根拠となる視点
と進むべき方向に極めて的確な示唆を与えてい
ただいた。その要点と拙い感想を述べたい。
　まず奥田氏の見るところ、いまこの国の社会
は「分断」がますます深くなっていっていると
いう。昨今の国際調査で「自力で生活できない
人を国が助ける必要ない」と答えた日本人の割
合は 38％で先進国中ダントツであるとの事で
ある（アメリカ 28％　ドイツ 7％　出典：
「What the World Thinks in 2007」The Pew 
Global Attitudes Project）。
ではその分断とはどのような状況なのか。奥田
氏に言わせると、それは、「差別」から始る。
そして差別の根底にある価値観は「生産性」で
あり、生産性が高いかどうか（金になるかどう
か）である。生産性の高い存在は価値があり、
生産性の低い存在は価値が低い、ましてや、生
産性ゼロと見られる重い障がい者は存在の意味
はないという価値観から起こったのが、相模原
事件である。あの事件は衝動殺人ではない。障
がい者は、社会に存在する意味がない。だから
それを取り除いてやるという「社会正義」（と
思っている）意識から起こった事件であると奥
田氏は分析する。そしてその差別は、命と社会
に分断を生んでゆく。
　奥田氏は問う。そもそも命に意味のある命と
意味のない命はあるのか？命に価値の高い低い
はあるのか？　ない！　奥田氏の「抱樸」（旧
北九州ホームレス支援機構）の活動のスタンス
は、命そのものに意味があるというところから
出発する。しかし困窮者支援の現場から見えて
くる現実は、その意味が否定されてしまうこと
であり、差別であるという。その結果が、講演
の題となっている「いのちの分断」を生んでい

るのである。抱樸の困窮者支援活動は、命の分断を生
んでいる差別、価値観との戦いでもある。その差別、
価値観と戦いながら、さまざまな応用問題を解いてゆ
く活動の実体が紹介された。たとえば、抱樸の支援活
動は、単に炊き出しで食べ物を提供するだけではなく、
ホームレスの人たちの自立を支援する。その結果、活
動開始以来、約三千人が自立し、サポート中の人たち
はいま約二千人いるという。そして、抱樸は、単に生
活困窮者を支援するだけではなく、ホームレスの人た
ちを生まない社会の創造を使命として活動しているの
である。

　さて今回の講演で非常に心打たれたのは東八幡キリ
スト教会の牧師でもある奥田氏の行動の根底にある信
仰であり聖書解釈の斬新さであった。いのちの分断を
生んでいるものは、差別意識であるが、実は聖書の中
にも、キリスト教の中にもあるのではないかと奥田氏
は問題提起する。たとえば、マタイ伝五章にある「『隣
り人を愛し、敵を憎め』と言われていたことは、あな
たがたの聞いているところである。しかし、私はあな
たがたに言う。敵を愛し迫害する者のために祈れ」と
いうイエスの言葉の背景には、隣人とはユダヤ人のみ
のことであり、そして隣人を愛することは敵を憎むこ
ととセットになっているのがイエスの時代の価値観で
あった。それをイエスは、ひっくり返し、「天の父は
悪い者の上にもよい者の上にも太陽をのぼらせ・・」
という愛の普遍主義を示した。そこには、分断を生む
差別の思想はない。また、ルカによる福音書にでてく
る放蕩息子の物語は、一見息子の「もう私は息子と呼
ばれ資格はない」という悔い改めに焦点が当てられて
いるようであるが、そんな資格など問題ではない、た
だ生きていてくれたことが嬉しいという父の思いこそ
大切な視点ではないかと奥田氏は言う。これも資格と
いう線引きで差別を生む思想に対するイエスの普遍主
義であろう。参加者の中から「コミュニストも救われ
ると奥田さんが言ってくれた」とう喜びの言葉があっ
た。しかし、今日のキリスト教は、その普遍主義を捨
てたのではないかと、奥田氏は警鐘を鳴らす。
　障がい者の命にも、ホームレスの人たちの命にも価
値があり、生きる意味があると言われる奥田氏の言葉
の根底には、このイエスの普遍主義と愛が息づいてい
ることを感じさせる素晴らしい講演であった。

奥田知志氏の講演を聴いて
水戸　潔
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◇安倍 9条改憲反対　3000 万人署名運動に参加を！
　事務局通信や JFOR フォーラムでも呼びかけましたように、衆院解散選挙により、9 条改憲が危険
水域に入ったかの感があります。
おそらく現政権は、北朝鮮などの動きを奇貨として、選挙では 9 条改憲を目立たないように公約に盛
り込み、選挙で勝ったら、「9 条改憲に理解が得られた」と言い、いよいよ改憲に突き進む可能性が
あります。
　この事態を見通したかのように、去る 9 月 8 日、「安倍 9 条改憲 NO!、全国市民アクション」が、
澤地久枝さん、瀬戸内寂聴さんら 19 人で立ち上げられ、「3000 万人署名運動」が呼びかけられました。
日本友和会もこれに賛同し、重点行動として取り組みます。
　これは、現在の有権者数、投票率などから推計して、3000 万人署名が集まれば、仮に国民投票に
持ち込まれても改憲を阻止できる、とどめとなるきわめて重要な平和のための社会実験です。署名用
紙を、友和誌に同封しましたので、できるだけ多くの署名を集めてくださいますよう、切にお願いい
たします。　　署名集約先：署名用紙にある当会事務局へ

全国大会 in前橋　　　　　　群馬青少年会館　2017年 8月 22日
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